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つくばスーパーサイエンスシティ構想
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最先端の技術を都市空間で科学するリビングラボの実績

救急車映像伝送
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社会全体が一人ひとりを包み込み、支え合う「誰一人取り残さない」SDGsの精神の下で、
世界最高峰の科学技術を結集し、デジタル、ロボティクス等の最先端技術の社会実装と都市機能の最適化を進めていく。

住民参加を基盤とし、住民と住民、住民と行政のつながりを深化しつつ、
出口の見えない社会課題の克服や革新的な暮らしやすさを実現する住民中心のスーパーシティを目指す。

デジタル
インフラ整備

マイナンバー・マイナンバーカード活用、
データ連携基盤の構築、高齢者向け
スマホ・タブレット配布、スマホアドバイ
ザー配置

研究成果の
社会実装と
エコシステム

国の研究機関、筑波大など約150の
研究機関から生み出される研究成果
を、実証実験を経て社会実装

広範かつ大胆な
規制・制度改革

道路交通法、道路運送法、都市計
画法、建築基準法、公職選挙法、マ
イナンバー法、出入国管理法、国立
大学法人法、WTO政府調達協定
等

民間事業者等の
コミットメントと連
携・協力体制

つくばスマートシティ協議会（産学公
73機関加盟）
経団連、世界経済フォーラムと連携

住民等の
意向の把握

市長キャラバン、オープンハウス、有
識者会議、パブリックコメント、住民ワー
クショップ、住民投票 等

住民等の
個人情報の
適切な取扱い

つくば市個人情報保護条例等、職員
へのデータ利活用研修、市独自の倫
理原則の策定

先端的サービスの実装実装に向けた取組

移動・
物流

１．移動サービス（つくばモビリティ）
⑴パーソナルモビリティ・ロボットの本格導入、⑵通院等の公共交通サービ
ス、⑶人とロボットが共存する未来型の空間（シェアードスペース）、⑷
郊外部の移動手段の確保
２．物流サービス（つくばポーター）
⑴ロボット・ドローンによる荷物の自動配送、⑵移動スーパーによる買
い物難民解決

行政

３．行政サービス（つくばトラスト）
⑴インターネット投票、⑵外国人向け多言語ポータルアプリ、⑶行
政手続DX、⑷行政ビッグデータの活用・オープンデータ化推進、⑸デー
タ活用について住民のプライバシーへの影響評価（PIA）

医療・
健康

４．医療・健康サービス（つくばヘルスケア）
⑴マイナンバーなどを活用したデータ連携による健康・医療サービス、
⑵救急医療体制の充実、⑶医薬・介護・服薬の連携、⑷個人への
健康関連データの還元

防災・
インフラ・
防犯

５．防災・インフラ・防犯サービス（つくばレジリエンス）
⑴災害時要支援者の迅速な避難誘導と医療連携、⑵効率的な
インフラ・マネジメント、⑶地域防犯情報ネットワーク

デジタル
ツイン

６．３Dデジタル空間とリアル空間との融合（つくばデジタルツイン）
⑴先駆的な３Dデジタル基盤の構築とサービス提供、⑵地図・地理
データ、BIMデータ等の収集、活用

オープン
ハブ

７．科学技術・イノベーション支援（つくばオープンハブ）
⑴外国人創業活動支援、⑵イノベーション推進のための国立大学法人
の土地建物の貸付、⑶補助金等交付財産の目的外使用、⑷調達手
続きの簡素化

目指す社会

つくば市 「つくばスーパーサイエンスシティ構想」の概要

つくばスーパーサイエンスシティ構想
～科学で新たな選択肢を、人々に多様な幸せを～

① 人々に移動の自由と、健康な自立を提供し、
中心部・郊外の隔たりなく、安心して暮らせる
社会を実現する。

② 人生の各段階に応じた最適な行政サービスを
提供し、弱者にやさしい、多文化共生の社会
を実現する。

③ 研究機関との連携によってイノベーションを加
速すると同時に、安全で持続可能な都市空
間の提供により、都市の活力を向上させる。💡
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つくば市 「つくばスーパーサイエンスシティ構想」の概要

「移動・物流」 「行政」 「医療」 「防災・インフラ・防犯」「デジタルツイン・まちづくり」「オープンハブ」の６つの分野で先端的サービスを
実装。

行政移動・物流 医療

デジタルツイン・まちづくり防災・インフラ・防犯 オープンハブ

●パーソナルモビリティ・

ロボットの本格導入

●ロボット・ドローンに

よる荷物の自動配送

●インターネット投票

●外国人向け多言語

ポータルアプリ

●災害時要支援者の

迅速な避難誘導と

医療連携

●先駆的な３Ｄデジ

タル基盤の構築と

サービス提供

●外国人創業活動支援

●イノベーション推進の

ための国立大学法人

の土地建物の貸付

●調達手続の簡素化

●マイナンバーなど

を活用したデータ

連携による健康・

医療サービス

（関係法令）
道路交通法、
道路運送法 等

（関係法令）
公職選挙法 等

（関係法令）
マイナンバー 等

（関係法令）
道路法 等

（関係法令）
都市計画法
建築基準法 等

（関係法令）
出入国管理法
国立大学法人法 等4
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市長を本部長とする「つくば市スマートシティ推進本部」が推進役となり、つくばスマートシティ協議会、公募で選定した連携
事業者、その他連携機関と緊密な連携・協力関係を構築のもと、スーパーシティ構想実現に向けて全庁横断的に取り組む。

連携機関連携事業者

スーパーシティ構想の推進体制

つくばスマートシティ協議会

スーパーシティ全体の
構想に対する参画

総会

幹事会

分科会

当該分野の課題解決に貢献する
技術・サービスを保有する会員で構成

会長：大井川 和彦 茨城県知事
五十嵐 立青 つくば市長

会員数：75機関（2022年1月現在）

分野横断事項連携会議（合同分科会）

モビリティ
行政
サービス

データ連携
基盤

医療福祉
介護

インフラ・
都市デザイン

つくば市

つくば市
スマートシティ推進本部
（意思決定）

本部長
五十嵐 立青
市長

アーキテクト
鈴木 健嗣
筑波大教授

CYBERDYNE

山海 嘉之 氏
＜社会実装＞

DBJ

竹森 祐樹 氏
＜事業性確認＞

NEC

永野 善之 氏
＜データ連携＞

日本総研
船田 学 氏

＜ファイナンス＞

筑波大学
浦嶋 将年 氏

＜インフラ分野＞

産総研
比留川博久氏
＜モビリティ＞

つくば市スーパーシティアーキテクト会議 エキスパート

特別職、アーキテクト、庁内全部局長で構成

部会（分野単位での事業検討）

KPMG

平田 和義 氏
＜行政＞

筑波大学
西山博之氏

＜医療福祉＞

連携

国の研究機関等
と強力に連携

スマートキャンパス

未来都市プロジェクト

移動 物流 行政
医療・
健康

防犯･防災･
インフラ

事務局
スマートシティ戦略室
（21名）

全体構想

実証現場

全庁横断

産官学連携

デジタル
ツイン

オープン
ハブ 💡

連携事業者（50社）

連携して構想の実現に向けて
取り組む事業者を公募

（国立研究開発法人）

防災科学技術研究所

農業・食品産業技術総合研究機構

産業技術総合研究所

（国立大学法人）

筑波大学

その他民間企業46社

一般社団法人日本経済団体連合会

株式会社日本政策投資銀行

G20 Global Smart Cities Alliance

（国立研究開発法人）

国立環境研究所

科学技術振興機構外国人宿舎

物質・材料研究機構

宇宙航空研究開発機構筑波宇宙センター

建築研究所

（大学共同利用機関法人）

高エネルギー加速器研究機構

国土交通省国土技術政策総合研究所

国土交通省国土地理院

文部科学省研究交流センター

（国立大学法人）

筑波技術大学6
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先端的サービスの概要

移動分野～つくばモビリティ：必要なとき、必要な場所へあらゆる移動手段を

①新型パーソナルモビリティ・ロボットの社会実装 ②中心部と周辺部を結ぶモビリティネットワーク

中心部移動サービス

つくば駅周辺をハブとして、区域内移動サービスと中心部移動サービスを連結→日常の自
由な移動と中心部へのアクセス向上を実現
区域内移動サービス、中心部移動サービス及び既存交通サービスをMaaSプラットフォーム
から検索・予約・決済を可能とすることで交通ネットワークを最適化

シェアードスペース（歩車共存空間）の社会実装

 シェアードスペースでは、歩行者、パーソナル

モビリティ、ロボット、低速の車両等が同一空

間を安全に通行

 車両速度を道路側の設備等から強制的に

制御することで歩行者の通行の安全を確保

★

★

★

★★

★

区域内移動サービス

 パーソナルモビリティ＋AIオンデマンドバスサービスで地域内の主要な目的地（病院、
店舗、公共施設等）へのスムーズな移動を実現

 乗降ポイントは現在のつくタク利用実績データの解析により設定
 中心部との結節点であるつくば駅周辺に接続

自動走行パーソナルモビリティのシェアリング

 つくば駅周辺の主要目的地へのアクセス、回遊性の
向上、交通弱者の安心・安全な移動

 無人自動走行が可能になることで、「いつでも」「どこで
も」パーソナルモビリティが利用でき、乗り捨てが可能に

こどもMaaS
 つくば駅周辺の公園等を複数人乗りの

低速自動走行モビリティが結ぶことで、
親子での外出を支援

パーソナルモビリティシェアリングポート

③自動走行パーソナル
モビリティで目的地へ

②シェアリングポートから
パーソナルモビリティが
無人自動走行で迎車

長距離の移動は自動
運転バスに乗換

①つくばアプリで配車予約

④目的地到着後、
パーソナルモビリティは
ポートまで自動帰還

最寄りのポート 最寄りのポート
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ロボット等の最高速度引き上げ等の一連の規制改革により期待される効果

9

先端的サービスの概要

移動分野～つくばモビリティ：必要なとき、必要な場所へあらゆる移動手段を

ロボット等の最高速度引き上げ等の一連の規制改革により期待される効果
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①荷物搬送ロボットやドローン等による買物の利便性向上

先端的サービスの概要

物流分野～つくばポーター：どこに住んでいても快適に買物ができるまちを

【中心部】中心部の日常の買物をさらに便利に
対象：時間にゆとりのない子育て世代

荷物搬送ロボットとドローン活用
による配送支援

 中心部の大型スーパー等から70街
区を空の道で結び素早く配送（さら
に各戸のベランダに直接配送）

 希望のタイミングで荷物搬送ロボット
が自宅まで配送

70街区

荷物搬送ロボットによる365日
24時間配達

 ペデストリアンデッキ付近の飲食店
等から自宅へデリバリー

 夜間等の配送も可能

ペデストリアンデッキ付近

自動追従型荷物搬送ロボットに
よる購入品の搬送支援

 中心部の大型スーパー等から徒歩
圏内の方へのサービス提供

近所のスーパー

共同溝

将来的には共同溝
を活用した配送も

②移動スーパーの高度化

移動スーパーの位置を見える化

 到着時間を正確に把握し、ムダなく買物

自宅と営業場所間のパーソナルモビリティ活用

 到着時刻に合わせて自宅からパーソナルモビリティで自動運転で移動
 買物後は、荷物を載せて自宅へ

医薬品等の販売

 遠隔医療の受診後、処方薬を移動スーパーでお届け

【周辺部】周辺部の点在するお店をもっと近くに
対象：買物等が困難な高齢者

小田地区

宝陽台地区
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先端的サービスの概要

 最新情報を分かりやすく提供
 属性や希望に応じたコンテンツ

表示
 あなた向けの大事なお知らせ、

お得な情報をプッシュ通知
 簡単な操作で手軽に申請

※イメージ画像

行政内部
データ

 データに基づき、より分かりやすいUX/UIによって、行政情報を
いつでもどこでも誰でも使いやすく

 住民が参加するアイデア
ソンなどへ豊富な｢行政
ビッグデータ｣提供すること
によって、データ分析や可
視化を自ら行うことで、
住民にはナッジが働き、
｢地域共生社会｣や
｢SDGs｣への取り組みを
促進

 オープンデータなどの充実
 データ連携基盤を通じ民間への活用促進
 住民主体のまちづくりへの活用
 Civic Tech
 DIYまちづくり

 投票における時間的、距離的負担を大きく軽
減でき、移動が困難な人・忙しい人でも投票
可能となることで、投票率向上が期待

 接触の機会が減り、感染症リスクが低減
 投票所受付を最小化、投票結果集計が迅速

化でき、職員の負担軽減とコストの削減

 住民の声などを分析し、
制度の隙間問題や
データ分析のバイアス
等を検証し、的確な
EBPMを推進

④行政ビッグデータ活用

①インターネット投票

窓口
各種申請

観光
イベント

移動
(MaaS)

医療
福祉

防災

ごみ 図書館 各種相談教育・
子育て

②多言語ポータルアプリ ③行政手続DX

※イメージ画像

 住民ニーズに合った行政手
続を提供

 多様な行政サービスを分か
りやすくナビゲーション、「書
かない・待たない・行かな
い」を実現

 何度も同じ内容を書くこと
なく手続を効率化

 緊急時にも外
国語で迅速に
情報提供

行政分野～つくばトラスト：データ駆動型の地域共生社会を

11



（参考）インターネット投票のこれまでの実績

先端的サービスの概要

行政分野～つくばトラスト：データ駆動型の地域共生社会を

2018年度

ブロックチェーンとマイナンバーカードを活用した

インターネット投票
投票システムにブロックチェーン技術を活用し、投票にマイ

ナンバーカードを使用

 本人認証：マイナンバーカード

（パスワード６～16桁の入力）

 投票場所：つくば市役所・つくばカピオ

 投票媒体：投票所のタブレット

 投票数：119票

 地域別：茨城県65％ （つくば市45％） 、県外35％

 検証結果：

・マイナンバーカードによる本人認証で「投票の正当性を証明」

・複数の公開鍵と秘密鍵による「投票における秘密性を担保」

・ブロックチェーン技術による「改ざん防止の実現」

2020年度

デジタルIDを活用したインターネット投票

投票システムにブロックチェーン技術とデジタルIDを活

用し、投票にスマートフォンとマイナンバーカードを使用

 本人認証：デジタルID

（メールアドレス・マイナンバーカード

６～16桁のパスワード）

 投票場所：どこでも投票可能

 投票媒体：スマートフォン、PC等

 投票数：354票（マイナンバーカードでの投票86

票）

 地域別：東京都36%、茨城県31%（つくば市

24%）、そのほか沖縄県、NY州等

 検証結果：

・スマホ投票の実現により「投票数が向上」、

「場所・時間にとらわれない投票が可能」等

2019年度

ブロックチェーン、マイナンバーカード、顔認証技

術を活用したインターネット投票
投票システムにブロックチェーン技術を活用し、投票にマ

イナンバーカード及び顔認証技術を使用

 本人認証：マイナンバーカード・顔認証技術

（パスワード４桁の入力）

 投票場所：つくば市役所、自宅等

 投票媒体：自宅等のPC、投票所のタブレット

※カードリーダー、ネット環境が必要

 投票数：150票

 地域別：茨城県47%（つくば市42%）、東京都9%、

埼玉県2%、千葉県2%、

そのほか新潟県、大阪府等

 検証結果：

・顔認証技術で「利便性が向上」

・自宅PC等投票の実現により「場所・時間にとらわれない投

票が可能」

2021年度

茨城県立並木中等教育学校・生徒会選挙で

の実施
投票システムにブロックチェーン技術とデジタルIDを活

用し、投票にスマートフォンを使用

 本人認証：メールアドレス

 投票場所：茨城県立並木中等教育学校

 投票媒体：スマートフォン

 投票数：130票

 検証結果：実際の選挙を想定したインターネット投票の実施等

→つくばスーパーサイエンスシティ構

想に係る住民の意向の把握で

の活用、2024年の市長・市議

会選挙への導入へ

つくばSociety 5.0社会実装トライアル支援事業の最終審査でインターネット投票を実施
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先端的サービスの概要

 スーパーシティでは、都市の中の様々なパーソナルデータを利用することで高度なサービスを実現する。一方で、パーソナルデータ
の利用は漏洩などによる事故が起きる場合もある。

 そのため、欧米を中心に、パーソナルデータを利用する前に、「取得⇒利用⇒保管⇒廃棄」のプロセスのリスクを分析し、シ
ステム等の構築前に対策を準備する手法として、PIAという手法が生まれた。

 PIAについては、国際標準（ISO/IEC 29134）が2017年に成立し、2021年1月に日本産業規格（JISX9251）とし
て発行された。

「つくばPIA」モデル：国際的に進むPIA（プライバシー影響評価）の実施手法の確立

EUでは、GDPR（一般データ保護規則）にお
いて、特定の場合において、DPIA（データ保護
影響評価）の実施を義務付けているが、日本で
はマイナンバー法において、特定個人情報保護
評価としてPIAの手法を導入している段階。

項目 説明

プライバシー
影響度

利用する情報のプライバシー性
「使われたい」、「使わ
れたくない」と利用者が
感じる度合い

利用目的のプライバシー影響度

加工状態におけるプライバシー影響度

利用者の
予測可能性

データの取得時のプロセスを踏まえ、定められた目的で利用されるこ
とを利用者が予測できるか。

利用者の受益
利用者がデータを利用されることによって、メリットを感じる度合い、又
はそれを認識・実感する機会があるか。

オプトアウト手段
の提供の有無

オプトアウト手段の提供の有無（オプトアウト手段の認識度・簡便
さ）、提供を拒否した場合の不利益の程度など。

利用者への説明 提供する説明によって、利用者が理解できるか。

つくばにおいては、独自に策定した「つくばスマートシティ倫理チェックリスト」を活用するとともに、
世界経済フォーラムのような国際機関と連携し、スーパーシティ／スマートシティにおけるPIAの
手法として「つくばPIA」モデルを確立し、国内普及や国際的な働きかけを行っていく。

PIAにおける評価項目の例
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 ワクチン接種記録や健診結果等を住所や保険者資格の異動によらず、一覧化して本人に還元できる
 医療機関における検査結果を電磁的記録として、いつでも参照又は共有することができる
 健康関連データ活用による医療介護分野における各先端的サービスの高度化

 効果の重複する薬剤を減らす・やめること
でQOLの向上を実現

 多剤処方の予防による医療費の適正化

 自宅で専門家の指導の下、身体的自
立度の維持・向上と介護度の進行防止

 遠隔医療の高度化

 人生の最終段階における医
療・ケアの充実

 家族の負担軽減

 不要な時間外診療抑止
 重症度に応じた医療ケアを

実現

 迅速に適切な医療機関への
搬送を実現

 円滑な入退院手続

服薬 遠隔

先端的サービスの概要

医療・健康分野～つくばヘルスケア：人生100年時代に自立していきいきとした生活を

・ワクチン接種歴
・診断歴
・処方歴

 健診結果や既往歴、体調等に
基づいた食のレコメンドによる生
活習慣病予防

 健診率向上と早期治療の実現

予防 生活支援 介護 医療

①健康寿命延伸

②救急医療高度化と
人生計画

④個人への健康関連
データの還元 履歴

 運動促進による生活習慣病予
防と介護度進行の防止

 健康予報で感染症へのレジリエ
ンス強化

食 運動 体温健診

・既往歴
・処置内容
・生活上の留意点

搬送ACP トリアージ

・生活ログ

・処方歴

・PHR、EHR

・生活上の留意点

・機能向上効果

③医療・介護・服薬の
連携による包括的サービス

いつでもどこか
らでも医療と
安心を

生活・医療の
情報をもとに
健康な生活を

住み慣れたま
ちで自分らしい
人生を

自分の手元に
生涯の健康記
録を

14



先端的サービスの概要

医療・健康分野～つくばヘルスケア：人生100年時代に自立していきいきとした生活を
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先端的サービスの概要

医療・健康分野～つくばヘルスケア：人生100年時代に自立していきいきとした生活を

データ連携のイメージ

公共モビリティ情報
・ロケーション（GTFS-RT）

・停留所 ・車内混雑状況
・所要時間 ・空き状況 他

パーソナルモビリティ情報
・ロケーション（GTFS-RT）

・予約情報 ・台数 他

認証・同意確認

住民

MaaS情報
・発券情報 ・利用者属性
・補助金適用
・出発地・目的地位置 他

デ
ー
タ

連
携
基
盤

電
子
認
証

サ
ー
ビ
ス

共通ID管理

個人認証・同意・
ID連携

サービス利用

通院にパーソナルモビリティを活用

モビリティ関連情報

発券情報マイナンバー
カードと連携

（MaaS運営事業者） （バス等の運行事業者） （モビリティの運行事業者）

医療・服薬情報
・診療情報
・処方薬情報
・医療費 他

決済情報

（医療機関・薬局）

パーソナルモビリティDB公共モビリティDB

データ仲介
(パーソナル
データ)

データ仲介
(シェアード
データ)

MaaS DB
薬局用

パーソナルDB

患者向け
パーソナルDB

データ連携サービス

通院、受診、会計をシームレスにつなぐ
交通弱者等の受診支援

(((

AIデマンド
タクシー

生体認証による
病院事前受付

自動走行モビリティで
診療科などへの自動搬送

後払いで
会計もらくらく

自宅で予約

受付済みなので
すぐに診療

健康・医療情報のマイナンバー連携と、パーソナルモビリティの活用によって通院に係るラストワンマイルの問題を解決し、病院の到着か
ら、受付、診察、検査、会計、薬の授受・配送、帰宅まで、シームレスな形で医療サービスを提供。

健康情報のマイナンバー連携とパーソナルモビリティ活用による包括的な医療サービス
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先端的サービスの概要

防災・インフラ・防犯分野～つくばレジリエンス：安全で持続可能な都市空間を

①避難所・被災状況の可視化 ②インフラ・マネージメント

③地域防犯情報ネットワーク

 避難場所や災害状
況の見える化

避難所等の見える化

被災状況の共有

 住民や職員が市の災害対
策本部に被害状況を共有

住民とつくる災害に強いまちを

住民みんなで見守り安心で安全なまちを

住民

学校 市職員

保護者
 不審者情報等をデ

ジタルツイン・地図上
に表示・共有し、見
守り力を強化

 アプリで通知すること
で犯罪リスクを軽減

 避難所での必要
な医療の継続

安全で持続可能な都市空間を

データ連携基盤

気象データ
人流データ

公共施設
関係情報

センサー情報

SIBによる予防保全
（長寿命化）

公共施設包括管理による

効率化・高度化

交通流データ
その他データ

 インフラ維持
管理に関する
トータルコスト
の縮減

成果連動型
民間委託契
約方式

© 国土地理院

デ
ー
タ

連
携
基
盤

データ仲介
(パーソナル
データ)

データ仲介
(シェアード
データ)

ト
ラ
ス
ト

サ
ー
ビ
ス

共通ID管理(つくパス)

個人認証・
個人同意制御・

ID連携

マイナンバー
カードと連携

災害情報
・災害関連情報
・市内状況（セ
ンサ等） 他

住民

データ連携のイメージ

自治体保有情報
・住民票等情報
・家族構成（要支援
者の存在など） 他

消防団・防災ボランティア・
関係機関等

避難所情報
・避難所開設状況
・避難者数 ・医療・補給ボ
ランティア情報 他

共通ID・パーソナル
データ開示同意確認
・顔認証(含む同意確認)

健康情報等
医療の継続

医療ボランティア

要支援者の
避難支援

災害情報、
避難所情報、
ボランティア情報等
の一元配信

（つくば市） （つくば市）

（つくば市）

健康・介護情報
・生活習慣データ
・ACP
・かかりつけ医
・要介護/要支援度
及びその内容

・緊急連絡先 他

（サービス利用者）

服薬情報
・処方薬 他

医療情報
・診療情報 他

（医療機関・薬局）

患者向け
パーソナルDB

薬局用
パーソナルDB 要支援者DB

ヘルスケアDB
災害対応DB

避難所DB

データ連携サービス

医療の継続
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 世界では、シンガポール、ヘルシンキ等、３Ｄ都
市モデルによる空間情報のデジタル化が進む
（Virtual Singapore、Helsinki ３Ｄ+）。

 ３Ｄ都市モデルは、都市開発プロジェクトの検討、
エネルギーの効率化等の検討、災害時の避難シ
ミュレーション等に活用されている。

世界的にも空間情報のデジタル化が進むなか、従来の都市開発プロジェクトや災害時の避難シミュレーション等への活用だけでなく、
新たに、屋内外でのロボットの自動走行、ドローンの飛行ルートシミュレーションなど、新たなモビリティサービスにも活用可能なデジタル
基盤として、3D都市モデルを先駆的に整備。このデジタル基盤をベースに新たなモビリティサービス等を提供するなど、「デジタルツイン」
の具体化を図る。

現状等

屋外だけでなく建物内データとの連携、自己位置推定精度の高度化
等により、屋内外でのロボットの自動走行、ドローンの飛行ルートのシミュ
レーション等に活用可能なデジタル基盤としてバージョンアップ。

○ドローンの飛行ルート○屋内外でのロボット自動走行

自己位置推定精度の高度化により、ドロー
ンの飛行ルートをシミュレーション。ルート上に
ある建物の建築規制の検討にも活用

BIM等による建物内データとの連携
により、屋内でのロボットの自動走行
を可能に。

都市開発プロジェクト、
都市計画の検討

○シンガポール ○ヘルシンキ ○日本

エネルギーの効率化等
の検討

浸水シミュレーション

先端的サービスの概要

３Ｄデジタル基盤構築～つくばデジタルツイン：デジタル空間とリアル空間との融合を

①世界をリードする３Dデジタル基盤の構築

②3Dデジタル基盤を活用した新サービスの開発・提供

新たな取組み、検討の方向性

必要なデータセット、民間が保有するBIMデータの利活用、行政が行う
都市計画基礎調査等の項目や調査手法の見直しを検討。

出典：シンガポール国立研究財団HP 出典：ヘルシンキ市HP 出典：国土交通省HP

出典：国土交通省HP出典：鹿島建設株式会社
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←（概略） （詳細）→

地図データ
（航空写真）

[建物＋高さ情報] [＋屋根等の形状] [＋外構（窓、ドア等）] [＋室内]

建築物データ
（BIM）

点群データ
（レーダー）

・浸水エリア、避難シ
ミュレーション

・太陽光発電などのエネルギー効率、
都市開発プロジェクトの検討。

・自動運転、ドローン ・屋内でのロボット自動走行

地図情報レベル

空間情報のデジタル化イメージ

先端的サービスの概要

３Ｄデジタル基盤構築～つくばデジタルツイン：デジタル空間とリアル空間との融合を

地図・地形データ、建物データ、点群データに加え、空間情報とセンサ情報を組み合わせたデータ連携基盤をシームレスに組み合わせ
ることにより、都市の様々な課題を解決するためのデジタル基盤を構築する。

③地図・地理データ、BIMデータ等の収集、活用

出典：国土交通省

出典：国土交通省

出典：国土交通省

出典：鹿島建設株式会社19



先端的サービスの概要

科学技術・イノベーション支援～つくばオープンハブ：スーパーシティをけん引するオープンイノベーションを誘発💡

筑波大学開発地

イノベーション拠点の整備 科学技術・イノベーション環境の強化

つくば駅周辺の旧国家公務員宿舎跡地等をイノベーション拠点として、ラボ機能を有
するインキュベーション施設等を整備

70街区 筑波大学開発地

研究開発目的で整備されたインフラの民間事業者との協業利用

優れた専門知識を有する研究者や外国人が創業しやすい環境を整備するとともに、
大学・研究機関の研究設備の民間共用を推進し、最先端の研究成果からスーパー
シティをけん引するイノベーションを誘発

①国立大学法人の土地建物の貸付 ②補助金等交付財産の目的外使用

③外国人創業活動支援

外国人の創業活動支援
 「経営・管理」の在留資格を取得するための

創業活動期間を延長
 定期的に市職員と面談し創業活動をサポート

【外国人起業・就労サポート】

 大学・研究機関が保有する多種多様な研究施
設・設備をスタートアップが利用できるようにすること
で、科学技術イノベーション活動を加速

 人材交流による産学官連携にもつながり、新たな
共同研究や融合領域の開拓にも貢献

例：13ｍスペースチャンバ試験設備
（出典：JAXAホームページ）

 筑波大学の知と企業が融合し、実証実験のプ
ラットフォームとなる計画が進行中

イメージ

オープンハブエリア
研究者や企業等様々な人が
交流、社会課題解決に向けた
多くの実験や研究が行われ次
世代に向けたイノベーションを誘
発するエリア

 国家公務員宿舎跡地（財務省
所有）で、関東財務局、茨城県、
つくば市が連携し、様々な社会実
装ができ、イノベーションが誘発され
る新たな拠点（グリーンフィール
ド）を創出

④調達手続の簡素化

研究機関における物品等の調達制限の緩和
 試験研究設備の迅速な導入を可能にすることにより、他国の研究機関との研

究競争力を強化する。
 大学・研究機関において、将来的にスーパーシティの先端的サービスに資する可

能性のある研究開発の促進に資する。
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データ連携基盤

〇全体システム構成イメージ

データ連携基盤

データ連携サービス

アセットマネジメント外部データ連携

データ仲介
(パーソナルデータ)

共通サービス

個人管理

開発者ポータル

API管理

サービス管理 サービス履歴管理

トラストサービス

個人認証

ID連携

サービス認証

本人性確認 組織認証

データ仲介
(シェアードデータ)

データ分散管理

データ蓄積管理

アクセス制御

データ処理 データ伝送 デバイス管理 システム管理

基盤接続

データ分散管理 アクセス制御

データ蓄積管理

デ
ー
タ
連
携
基
盤

デ
ー
タ
提
供

イ
ン
フ
ラ

パーソナルデータ
・住所･氏名･年齢･性別･嗜好等の個人情報
・健康情報･医療情報等の要配慮個人情報
・生体情報等個人認証のための情報
他

民間データ
・交通事業者保有情報
・物流事業者等保有情報
・医療機関等保有情報
・インフラ関連事業者保有情報 他

行政・公共データ
・行政オープンデータ(含ベースレジストリ)
・関連組織保有情報
・時空間情報等インフラ関連データ
・防災関連データ 他

相互接続API

センシングデータ
・人流･交通流情報
・天候･環境等関連情報
・カメラ関連情報(画像・匿名加工情報)
・河川水位防災関連情報 他

先
端
的

サ
ー
ビ
ス

住民等

システム保有者
【つくば市・連携事業者】

行政

システム保有者
【つくば市】

移動 物流 医療介護 防犯･防災･インフラ

システム保有者
【つくば市・連携事業者】

システム保有者
【つくば市・連携事業者】

システム保有者
【つくば市】

基盤接続環境基盤接続環境 基盤接続環境 基盤接続環境 基盤接続環境

分野間でデータを連携する
ためのインタフェース

各種サービスとデータ連携基盤の諸機能
との連携/個人の同意管理や各種サービス
の利用登録、先端的サービスと基盤との
連携/APIカタログなど開発者向け機能等

個人や組織の認証、
本人性確認、ID連携
などのトラスト全般

様々な組織に分散されたデータを仲介する
データ連携基盤の中核機能/パーソナルデー
タとオープンデータを含むシェアードデー
タのブローカー機能を分けて管理/データの
内容や同意等に基づき制御

基盤接続環境 基盤接続環境 基盤接続環境 基盤接続環境

デバイスやシステムからの
データ収集およびアセット
に対する制御

利用申込・パーソナルデータの
連携範囲の同意等 個人

管理

組織
管理

監査

セキュリティ

運用管理

①医療情報や生活習慣情報活用による
健康寿命延伸、②救急医療高度化、③
医薬・介護・服薬の連携、④個人への健
康関連データの還元

①インターネット投票、②多言語ポータル
アプリ、③行政手続DX、④行政ビッグ
データの活用

①周辺部コミュニティ・モビリティの導入、
②中心部ワンマイル・モビリティの導入

①荷物搬送ロボットやドローン等による買
物の利便性向上、
②移動スーパーの高度化

①インフラ・エネルギーマネジメント、②避
難所・被災状況の可視化、③地域防犯
情報ネットワーク
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住民中心のスーパーシティをやりぬき多様な幸せを実現する
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